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【論文要旨】
　中国は1978年の改革・開放政策後の経済改革の過程において，国有企業の経営，人事制度の改
革を推進している。特に，市場経済化の導入，WTO加盟後は，経済活動の一翼を担ってきた国有
企業を取り巻く環境が大きく変化している。本稿は，国有企業の経営構造改革，それに対応しての
人的資源管理制度への取り組みの歴史を整理し，国有企業における人的資源管理の今後の課題につ
いての考察を行った。
　本稿では，労働契約制，幹部招聰制などの諸制度を導入した国有企業において，従来の「平等主
義」管理を改め，競争システムを導入することによって，労働者間の競争を促し，労働老の採用，
昇進管理活動を行っている状況を整理した。これによって，「大釜の飯」「鉄の賃金」「鉄の椅子」
と呼ばれる人事管理制度が根本的に見直され「平等主義」管理から，競争システムに基づいた人的
資源管理が行われている状況を明らかにした。また，旧国有企業A社に焦点をあて同社の人的資
源管理の方針，同制度を整理するとともに，労働者の意識調査を通じて，モチベーションに影響を
与えている要因を明らかにする。そして，中国国有企業が今後の人的資源管理活動を展開するにあ
たって，取り組むべき課題について言及した。
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はじめに
　社会主義経済体制下の中国は1978年に改革・開放政策を導入し，2001年にWTO加盟をした
が，その後の市場開放，グローバリゼーションの進展が国有企業に大きな影響を与えており，国有
企業は経営構造転換，改革を進めねばならない状況に直面している。本稿において，国有企業の人
事管理に関して改革・開放政策前後の状況を整理するとともに，人事管理の特徴と改革への取り組
みを通じて，改革前後の制度が並存し，未だ改革の過渡期にあることを明らかにした。本稿におい
ては，主として改革・開放政策後の労働契約制の導入，職務管理に関する施策を通して，従来の
「平等主義」管理を改め，競争システムを導入することによる国有企業の人的資源管理の新たな方
針の確立，そして，雇用管理，賃金管理活動における競争システムの導入による人的資源管理制度
の整i備が進められている状況を概観した。ここで，旧国有企業A社の事例を中心に，同社の人的
資源管理の方針，施策を整理し，労働者のそれに対する考え方，意識についての分析を行い，競争
システムを導入する過程における課題，方向について考察を行う。
　まず，改革・開放政策以前の国有企業の指導体制は，1950年代前半に旧ソビエト連邦の制度に
倣って，その企業長単独責任制が導入された。中国は制度を「一長制」として運営したが，「一長
制制度」は党の指導力を弱めるとの批判を招いたため，企業内党委員会集団指導の下での「工場長
責任制」を導入することが中国共産党第8回全国大会（1956年）で承認された。これにより党委
員会指導下の工場長制度が確立され，それとほぼ同時期に「従業員代表大会」は企業の経営・運営
に対する監督体制として導入されたことにより，国有企業の指導体制が確立した。改革・開放政策
後の企業改革にともない，経営権は政府から企業へ委譲され，特に，国有企業の株式会社化によっ
て，株主総会，取締役会，監査役会制度が導入され，経営構造は大きく転換した。株式会社形態の
導入が国有企業の経営システムにもたらした変化と現状について整理する。
　21世紀の現段階においては，企業改革の深化，急速なグローバリゼーションの進展に対応し得
る人的資源管理制度の改革が求められている。本稿においては，改革・開放政策以前の国有企業に
おける人的資源管理の特徴を整i理し，改革後における株式会社形態に移行した企業の人的資源管理
に関する改革，施策を通じて人的資源管理の変化，方向について考察する。さらに，改革・開放政
策後，旧国有企業A社が導入した人的資源管理制度と，労働者が制度，施策をどのように受け止
め，それらが労働者のモチベーション要因としてどのように機能しているかについて実施した意識
調査のデータに基づいての分析を行う。
　今後の中国企業は経営環境の変化に対応して，人的資源管理制度に関する新たな制度，施策を導
入するであろうが，伝統的な経営思想・方針の見直し，制度を定着させるため，経営風土の改革は
必要不可欠と思われ，それを踏まえて個別企業がグローバリゼーションに対応する方向について考
察する。
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1．中国国有企業の経営構造改革
（1）改革・開放政策以前の経営構造
　社会主義国家である中華人民共和国は，共産党による指導と人民民主管理の2つが国家成立の
根本原則にある。これらの原則は企業においても応用され，誰が企業のリーダーシップをとるか，
とくに誰が企業経営の決定権を握るかという問題について，様々な議論がなされてきた。企業が利
益を得ることを目的とする組織であるならば，決定権は工場長に属すべきである。しかし，共産党
の指導と「党が幹部を管理する」という原則に基づくならば，党委員会が決定権を掌握することに
なる。さらに，人民大衆が主人公であるという立場を考えると，決定権は従業員代表大会に属する
ことも考えられる。企業における指導体制は，政治的変化，経済情勢，国民の意識の変化に伴っ
て，時代が変わるごとに変化し続けている。
　1950年代前半の中国国有企業の指導体制は，旧ソビエト連邦の制度に倣って，その企業長単独
責任制が導入された。中国ではこの制度を「一長制」と呼んでいる。一長制では，企業の経営管理
のすべての権限・責任は企業長（工場長）に集中され，従業員はその指揮に服した。一長制は，ま
ず東北地区で実行され，1953年代後半，全国その他の地区に普及した。これにより企業長が最高
の経営者となり，企業を指導する立場にある党組織からほぼ独立することになった。その後，企業
長単独責任制は党の指導力を弱めるとの批判を招いたため，一長制に代わり，企業内党委員会集団
指導の下での工場長責任制を導入することが1956年の中国共産党第8回全国大会で承認された。
　党委員会指導下の工場長責任制では，党委員会が企業に課した国家計画や諸任務を達成するため
の思想教育や政治指導を行いつつ，工場長は業務の責任を負うという両者の役割分担が想定されて
いた。しかし，想定されたこの役割分担は，大躍進期（1958年～1960年）に政治優先の旗印の下
で，企業管理活動の意思決定と指揮権が党委員会に集中し，党がすべてを指導する体制となった。
その後，大躍進政策は挫折し，全面的な経済調整を余儀なくされた。1960年代前半には，工場長
を頂点とした生産指揮系統の立て直しが図られたが，党委員会指導下の工場長責任制による企業体
制の枠組は変わらなかった。
　中国における企業指導体制は，一貫して共産党内部と同様の集団指導という原則が貫かれ，党，
政，工（共産党・行政・労働者）のすべてが企業の意思決定に参画し，企業内部の重要な問題が協
議された。
　文化大革命期（1966年～1976年）に，企業管理の政治主義化が復活したが，この時期には，毛
沢東が大躍進期の鞍山製鉄所での企業管理経験を総括した「鞍山憲法」を，企業管理原則として提
唱した。その鞍山憲法にあげられた政治優先，党指導の強化，大衆運動の展開などの実現を保障す
る企業指導体制として，革命委員会制が設置され，党委員指導下の工場長責任制に取って代わっ
た。革命委員会のメソバーは一般に企業の党委員会のそれと重なり，党委員会書記が革命委員会主
任を兼ねていた。革命委員会は実質上党委員会の機能を果たしていたが，党委員会書記は絶大な権
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限を持ち，革命委員会はのちに「党書記一長制」と呼ばれるようになった。この革命委員会体制の
下で，党はその指導強化を建前に企業管理の業務に関与していった。
　文化大革命終焉後，革命委員会は廃止され，党委員会指導下の工場長責任制が再確認されること
になり，復活することになった。これにより党の業務と企業管理業務の分離が改めて強調されるこ
とになり，工場長を中心とした専門的管理要員による強力な企業管理体制の確立が求められた。さ
らに，従業員代表大会制度は党委員会指導下の工場長責任制とほぼ同時期（1950年代後半）に提
唱・普及をみたのち，同様の消長をたどったが，企業の管理・運営に対する従業員の監督体制の確
立も課題となり，従業員代表大会制度が復活した。
②　改革・開放政策後における経営構造改革
①国有企業の管理体制改革への取り組み
　計画経済体制の下では，国家の中央集権が強化され，指令的計画手段による企業管理，国有企業
の高度集中的な管理体制を形成することになった。これによる管理体制下での国有企業は行政機関
の付属物として存在することになった。1978年の中国共産党第11回3中全会1）によって，経済体制
改革にともない，中国国有企業の改革が始まった。
　1979年7月，国務院は「国営工業企業経営管理自主権拡大に関する若干の規定」，「国営企業利
潤留保の実行に関する規定」，「国営工業企業固定資産減価償却率の引き上げと減価償却費の使用方
法の改善に関する暫行規定」等を公布した。この段階における企業改革は，国による高度に集中し
た計画経済管理体制を改め，企業に権限を委譲し，利益の留保を認める政策であり，「拡権譲利」2）
とも呼ばれていた。そのためにとられた主な措置は，企業の独立性と経営自主権の拡大，経済請負
制の実施であった。
　国有企業は，従来全ての利益を国家に上納し，投資や福利に必要な資金は国家から改めて補助金
の形で交付を受けていた。企業と政府の分配関係が見直され，国有企業の利潤の一部を税金として
収受する「利改税」制度が試行された。「利改税」によって，利潤留保が認められ，多くの利潤が
確保できればそれだけ多くの投資と福利に資金を回すことができるようになった。1984年9月，
国務院が公布した「国営企業における利改税の推進に関する第2歩改革報告」，「国営企業第2歩
利改税の試行方法」によって，「利改税」制度が普及した3）。
　1988年4月，「中華人民共和国全人民所有制工業企業法」（以下，「企業法」と略す）が公布され，
企業の基本制度が確立し，企業の法律的地位が規定された。「企業法」により，国家所有権を前提
にしつつ，所有権と経営権の分離，企業独自の自主経営，損益の自己負担等々の経営自主権がさら
に拡大した。この期間の主な施策としては，一定期間の個別請負契約の形で経営自主権が企業経営
者に与えられ，損益の自己負担，企業発展を目指そうとする経営請負制が実施された。
　1992年10月，中国共産党第14回大会においては市場経済体制が改革の方向として明確になり，
1993年11月14日に中国共産党第14回3中全会において「社会主義市場経済体制建設の若干の問題
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に関する決定」が公布され，企業改革の目標として現代企業制度の確立が明確になった。また，
「中華人民共和国会社法」が第8期全国人民代表大会（国会）において採択され，1994年7月1日
より施行され，中国経済は，公有制ばかりではなく，私有制を含む様々な形態の所有制が可能にな
り，所有権と経営権の分離，地方分権による市場経済に変わる契機になった。
　1997年9月に行われた第15回中国共産党大会においては，「撫大放小」とされる企業改革政策が
決定され，「採大」とは，国有経済発展と関連する大型国有企業の改革をしっかりと実施し，経済
発展の過程で主導的役割を担当させることを意味している。「放小」は，政府の所有する小型企業
を，所有権の売却や賃貸，請負等の方式を通して民間経営者に移譲したり，あるいは株式会社に改
組し，政府はその所有する株式に基づいて権益を受ける形にすることを意味している。例えば，大
型国有企業は企業集団化あるいは株式化を進め，国家の全額出資会社，有限会社，あるいは株式会
社に転換することができるようになった。
　さらに，1998年3月の全国人民代表大会は，国務院政策として，「21世紀には，国有企業の改
革，改組と管理体制の改善と強化を通じ，大多数の大中規模赤字企業を苦境から脱却させる」，「重
点業種の重点企業の大中型国有企業を選択して，改革を推進し，今世紀末までに大中型国有企業で
初歩的な現代企業制度を確立する」と発表した。
　2003年10月14日に中国共産党第16回3中全会における「社会主義市場経済体制の完善に関する
若干の問題についての決定」では，「積極的に多種多様な公有制の具現する方法を推し進めること
により，国有経済の構造調整と国有資産の再編を推進する。経済の市場化の趨勢に伴って，公有制
経済の活性化を求め，国有資本，集団資本および非公有資本が参入する混合所有制経済を大きく発
展させ，投資主体の多元化を通じて，株式化制度を公有制の主要な具現方式である」ことを表明し
ている。
　以上のように，中国における国有企業改革は，政府と企業の分割，様々な施策の導入，そして，
1990年代の市場経済化の導入によって，企業は積極的に合併，再編を行うようになっている。さ
らに21世紀に入り，中国を取り巻く経営環境は大きく変化しており，企業は市場経済化，グロー
バリゼーションの急速な進展に対応し得る経営スタイルの確立を模索しているといえる。
②経営管理体制の変化
　従来の国有企業は，国家行政の強い統制管理のもとに置かれ，生産と経営資源の配分に関わる権
限はほぼ完全に国家行政に集中していた。とりわけ，改革・開放政策が導入されるまでの政治優先
のもとで，「党委一元指導体制」制度が敷かれ，党委員会の影響力が非常に強かった。党委員会書
記が工場長よりも，上位に位置づけられてきた。すなわち，党委員会書記が企業の最高責任者とし
て経営の実権を握って，生産・人事等に関わる意思決定を行ってきたのである。一方，工場長を中
心とする経営陣は単なる執行機関に過ぎず，いわゆる「政企混在」の状態が続いてきた。
　国有企業の効率低下の原因が政府による所有と経営の一元化にあり，所有と経営を切り離せば企
業の自主権が拡大し，効率の向上につながると思われていた。国有企業における経営管理体制の見
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直しは経営自主権の拡大，所有と経営の分離等の政策を実施していた。1978年から1994年の間
に，中国政府が14項目の経営自主権を企業に委譲した。それは①生産・管理の意思決定権，②製
品・サービスの価額決定権，③製品販売権，④資材購入権，⑤輸出入権，⑥投資に関する決定権，
⑦留保資金の処分権，⑧資産処分権，⑨提携・吸収合併権，⑩労働雇用権，⑪人事管理権，⑫賃金
・奨励金分配権，⑬内部機構設置権，及び⑭割当拒否権である。また，経済責任制や経営責任制が
導入され，それらの諸施策は企業経営権を企業へ委譲することで，一定の成果をあげたものの，
「政府と企業の分離」が解消されなかった。
　前述のように，「現代企業制度の確立」が打出されて以降，株式化制度は国有企業の改革の方向
性として明確になり，近代的な株式化制度の法人統治機構は市場経済移行期における国有企業の新
しい統治システム構築の目標として掲げられた。その基本的制度は施行された「会社法」によれば，
国有企業を有限会社か株式会社への転換，株主総会，取締役会，監査役会の設立等について規定し
ており，さらに，特定業種や特殊製品を生産する国有企業は国有独資会社に転換することについて
定められている。
　1999年9月，中国共産党第15回4次会議は「中共中央の国有企業改革と発展の若干の重要問題
に関する決定」を公布し，コーポレート・ガバナンス（「公司治理結構」）の重要性を確認し，それ
に言及することになった。国有企業のコーポレート・ガバナソス構造は概ね2つに分類される。1
つは行政主導のコーポレート・ガバナソスであり，従来の国有企業の統治構造とは大きく変わらな
い。企業の経営者が上級行政部門に任命され，行政部門の企業の生産・人事等に関する意思決定へ
の関与が強い。他の1つは，長年の「拡権譲利」の改革により，企業内部の経営管理や人事に関
する意思決定権が経営老に集中してきた結果，経営者の権限が拡大し，事実上経営者支配になり，
株主は形ばかりの存在となった。そのため，企業のトップが取締役会・経営者・共産党委員会の長
を兼任し，意思決定機能，執行機能及び監査機能が一体になることにより，企業の統制機能が働か
なくなり，経営者の短期的利益追求志向，国有資産の私物化の傾向があらわれ，インサイダー・コ
ソトロール4）の出現がみられる。一方，企業管理における株主総会，取締役会，監査役会という
「新三会」と党委員会，労働組合，従業員代表大会という「旧三会」の関係が調整されないままで
は意思決定の主体があいまいになり，責任の所在が不明確になるといった状況をも招いている。
　中国における国有企業改革は経済活動上の重要な課題として位置づけられたことによって，国有
企業の株式化改組，法人管理制度の確立，国有企業に対する監督・管理メカニズムの構築等「現代
企業制度」の確立と整備が加速されることになった。一方，国有企業におけるコーポレート・ガパ
ナソスを構築するには，企業と政府の分離を実現すると同時に，意思決定主体を明確にし，専門経
営者の育成が期待されている。
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2．中国企業の人的資源管理の変容
（1）改革・開放政策以前の人事管理の特徴
　1949年，現代中国成立直後の時期には，中国は壊滅状態の経済と深刻な失業者の問題に直面し
ていた。国民経済の回復と重工業を中心とする大がかりな経済建設を展開するにともなって，産
業，個々の企業に必要な労働力の確保が求められた。中国政府は経済建設を円滑に行うために，労
働力管理を計画的に行うようになった。1954年3月，労働部は全国建築労働者の配置管理に関す
る会議を開催し，建築業労働者の統一採用・配置を実行するようになった。その後，労働力におけ
る統一採用・配置管理制度は建築業から各産業に拡大し，管理制度として確立されるようになった。
　1950年代以降から1978年の改革・開放政策導入期において，計画経済体制と公有制の確立及び
重工業の優先政策のもとで，国有企業は投資，技術，物資，労働力に至る面において，政府による
「統一計画，統一調整」を実施した。また，国家による「統一分配」（職場配置）と称する就業制度
のもとで，高等教育機関等の卒業生は国家によって労働の場に配属され，国有企業は国から配分さ
れた労働力を受け入れていた。この「統一分配」である就業制度のもとでは，労働者の自由意志に
基づく労働市場は存在せず，労働者は自主的に職業の選択と，企業は主体的に労働者を採用するこ
とが認められなかった。さらに，「統一分配」という人事管理の基本原則に基づいた「大釜の飯」
（一生食いはぐれない雇用の保障），「鉄の賃金」（鉄のように保障された賃金），「鉄の椅子」（鉄の
ように丈夫なポスト）が実施されていた。
　中国の初期の社会主義理論では，労働力は商品としては見られない，労働力非商品論において労
働市場は存在せず，労働老が社会の主人公であり，生産手段の支配者であるとされる。すべての労
働力は国家によって配分されるという政策のもとでは，労働者は一度採用されたら，終身雇用的側
面が保障される，「固定工」制度が形成されることになった。
　国有企業における「固定工」制度は，日本的に言えば一種の終身雇用制度といえる。しかし，日
本の終身雇用制度は企業の労働力確保の観点から，企業が熟練工の不足を補うために新卒者を採用
し，企業内訓練等により熟練工に養成する長期間雇用が行われていた雇用形態であったといえる。
一方，中国の「固定工」制度は個々の企業の意思によらず，国の行政調整にもとつく人事制度であ
った。
　また，1970年代末に，都市部における「子女交替」と「内部募集」と称する採用制度を導入し
たが，これらの制度は農村から帰還した従業員子女に仕事を割り当てるために始められた制度であ
る。前者は現職の従業員が早期退職する代わりにその子女を企業に採用することを認めるものであ
り，後者は従業員子女に限定して新規従業員を募集するというものである。
　賃金管理については，1952年前後に，各行政区において実施され，賃金基準が異なっていた。
経済建設の開始にともない，賃金基準が違うことによって，労働者の移動や配置管理の阻害，特に
労働者の積極性を失う要因であると考えられたため，統一賃金制度が確立されることになった。そ
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の後，1956年の賃金制度改革により，行政機関，事業，企業の労働者の賃金制度が統一されるよ
うになった。
　国有企業は国家により職場配置された労働者を受け入れ，労働者を解雇することができなかっ
た。一方，国の統一的職場配置に不満な卒業生が自ら職業を選択することは認められるが，国の機
関，企業等による彼らの受け入れが禁止され，加えて企業が全て国有化されていた時代では，仮に
国による職場配置の方針に従わなければ雇用機会は完全に閉さされたと同然であった。従業員とし
て採用された労働者はさらに，「幹部」と「工人」とに区分され，配置，処遇体系等に至る面にお
いて全く異なる人事管理制度が適用されている。処遇制度において，幹部は行政幹部と技術幹部に
分類でき，労働者とは別の昇進体系によって，行政幹部，技術幹部へと昇進するものである。さら
に，行政幹部の序列は，工場長（社長），主任（課長），工段長（係長），一般幹部と区分され，技
術幹部は，工場総工程師（総技術師），工程師，助理工程師，技術員と区分されている。
　また，国有企業の人事管理は行政機関，共産党の人事管理制度と同様の制度が採用され，経営幹
部は政府管轄部門によって任用されていた。国有企業の人事管理は官僚主義が強く，権限は工場長
あるいは党委員会の書記に集中していた。従業員は上司の命令に従い従事し，自主性と積極性は必
要としなかった。その結果，いわゆる人間疎外の現象が生じたが，人を職務に適応させるという人
間観が中心であったといえる。したがって，国有企業における従業員の勤労意欲の欠如，モチベー
ショソの低さは国有企業の人事管理システムと密接な関係がある。
②　改革・開放政策後における人的資源管理改革への取り組み
①労働契約制の導入と雇用管理
　前述のように，国有企業の人事制度は，共産党，行政機関と同様の人事制度を実施していたが，
改革・開放政策後，幹部制度，国有企業の改革等によって，国有企業における人事制度を確立する
動きが見られるようになった。例えば，人事管理は以下のような定義がなされていた。人事管理に
関して，従来，企業における人事管理の対象は幹部管理を指し，いわゆる幹部人事管理であるのに
対して，一般労働者の管理は労働管理と呼ばれていたが，市場経済化の改革が進み，人事管理は企
業における幹部，労働者を含めての募集，採用，配置，養成，訓練，昇進，退職，賃金等々の管理
活動を含む活動として編成されるようになった5）。
　国有企業の雇用管理への取り組みは1980年代後半から始まり，国有企業の改革にともない，
1986年7月に国務院は「国営企業労働者雇用暫定規定」，「国営企業労働契約制実施暫定規定」，
「国営企業規律違反労働者解雇暫定規定」，「国営企業労働者待業保険暫定規定」（以下，「暫定規定」
と略す）の国有企業の労働制度改革に関する「暫定規定」を公布した。その主な内容は，新規労働
市場参入者の就業については国家による統一分配の廃止，企業は終身雇用による固定工制度を廃止
し，自主的に労働者を募集できるというものであった。これを機に，国有企業の採用制度に労働契
約制度が導入され，さらに，1995年1月から施行された「中国人民共和国労働法」（以下，「労働
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法」と略す）では，労働契約制の締結を企業に義務づけており，契約期間は，固定期限，非固定期
限（定年まで）と，一定量の仕事をこなす期限の3つから構成されている。「従業員が一企業に10
年間以上勤続し，労使双方が合意の上で契約期間を延長したい場合，従業員が非固定期限契約を希
望すれば，企業がそれに応じる」と定められている。また，企業が新規採用者に対し最長6ヶ月
の試用期間を設けることができるが，一般に，1年～3年の短期，5年の中期，10年以上の長期，
の労働契約期間があると言われる。労働契約制度は，まず新規労働市場参入者に適用し始め，次第
に全員を対象にした労働契約制を導入し，現在全国に普及している。
　一方，労働契約制の導入によって，1989年，国有企業における職務構造の改革がなされ，職務
の明確化と，より厳格な定員管理が行われるようになった。具体的には，職務構造改革は「労働ノ
ルマの確定（労働定額制）」，「各地域でのポストと人数の確定（定嵩定編制）」という3つの確定
であった。「労働ノルマの確定」とは，課業を厳格に定めることであり，「定嵩」（ポストの確定）
は職務の名称，責任範囲と権限を定めることであり，「定編」（人数の確定）とは，個々の職務の必
要な人数を厳格に定めることを意味するものである。
　以上のように，国有企業は労働契約制の導入，職務構造の改革を通じて，新規採用者の労働契約
制から，「固定工」にまでの全員労働契約制を導入することになった。これはかつて国家によって
管理されていた労働力に対する自主権が企業へと委譲したことを意味し，従来国から配分された人
員を受け入れるだけの採用管理体制は変わったといえる。1990年代以降，市場経済化，グローパ
リゼーショソの急速な進展によって，現代社会に対応し得る人事管理制度の見直しを求められてい
た。人事管理に大きな変化をもたらしたのは1995年に「労働法」の施行であった。教育の分野で
は労働経済学の領域に人的資源管理論が開設され，企業は「人事部」の名称を「人的資源管理部」
へと変えた。したがって，中国において人事管理が人的資源管理へと思想的に仕組みを転換させた
のは1990年代後半以降といえる。
②競争システムの導入
　従来の国有企業は，労働者は一度採用されると，退職するまで雇用は保障され，働いても働かな
くても平等に支給される賃金制度のもとで保護されていた。また幹部は一度昇進したら，降格され
ないという終身制の人事慣行があった。労働契約制の導入によって，国有企業は必要とする労働力
を採用し，職務管理の改革によって，合理的配置管理を行い，余剰労働力が表面化するようになっ
た。それと同時に優秀な労働老を選抜し，幹部に昇進できる「幹部聰用制度」（幹部招聰制）を導
入することによって，人事管理制度に競争システムを取り入れ，本格的に制度の見直しに取り組む
ことになった。
　改革・開放政策直後の1980年代，郡小平は「知識を尊重し，人材を尊重しよう」「人材に関して
は，しきたり（常軌）にとらわれることなく，人材の発見，選抜，少数精鋭主義を目指す」取り組
みの重要性を指摘した。これにより，中国が長年にわたって維持してきた「平等主義」に基盤を置
いた人事管理制度が転換するきっかけとなった。国家指導者の発言，施策の導入によって，行政機
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関のみならず，国有企業の人事管理にも影響を与え，幹部に対しては，「革命化，若年化，知識化，
専門化」の原則に基づいて，年齢，しきたり等を問わず，能力のある人材の選抜，人事制度の改革
がなされた。一部地域の国有企業においては経営請負制度の導入によって，経営目標の請負に応じ
て，経営者・管理職の任務，職責が明確にされ，競争システムを通じて幹部を選出し，「優勝劣汰」
（優秀な人を採用し，劣る人を淘汰する）を実施した。
　1986年，国務院は一連の文書によって，幹部の審査，採用，昇進，待遇のあり方などを具体的
に規定しているが，各地方はこれらの規定に基づいた幹部制度の改革に取り組んだ。国有企業の膨
張した幹部を削減するために，まず，定員制を導入し，国家による統一分配の人員以外は，選挙か
招聰によって幹部を補充しなければならないとした。幹部制度改革は，まず新規幹部の採用に招聰
契約制を導入し，招聰契約制のもとで企業との契約に基づいて就任し，その業務を遂行し，任期満
了後，企業の審査と本人の意思に基づいて契約を更新できることになっている。その後，在職の幹
部にも幹部招聰制を実施するようになった。1988年に中共中央組織部，人事部は共同で「全人民
所有制工業企業引入競争機制改革人事制度に関する若干意見」を公布し，招聰契約制によって就任
した経営者，管理職の管理活動の改善を提起し，人事管理制度改革の深化と，明確的に競争システ
ムを導入する，と提唱している。さらに，1991年，政府人事部は「全人民所有制企業聰用制幹部
管理暫定規定」を公布し，招聰条件，契約期間，賃金，待遇などについて具体的に規定したが，そ
の目的は労働者の中から優秀な者を選抜し，招聰契約を通じて幹部として採用する。企業は「定員
制，人数の確定，ポストの確定」に基づいて幹部を招聰し，そして国が招聰された幹部に対し計画
管理を行う，としている。
　労働契約制・幹部招聰契約制の導入によって，職務管理の重要性が一段と明確になり，多くの中
国企業では職務分析を行い，その結果に基づいた職務管理を行っている。国有企業・国有持ち株会
社において，職務分析を既に行った企業54．1％，職務分析を現在実施している企業14．5％，職務分
析を行う予定である企業24．1％となっている。集団企業では既に職務分析を行った企業60．7％，現
在実施中の企業10．7％，行う予定である企業14．3％となっている。非国有株式会社・有限会社で
は，それぞれ56．1％，14．6％，22．7％を占めている。また，職務分析の結果について，国有企業・
国有持ち株会社は主に人事考課37．4％，賃金管理36．7％，配置管理33．5％などに活用されてい
る6）。したがって，国有企業・国有持ち株会社は職務管理の重要性を認識しており，職務管理の整
備に積極的に取り組んでいるといえる。
　以上のように，国有企業における労働契約制・幹部招聰制を導入することによって，雇用管理，
評価制度に競争システムが導入され，これにより職務に基づき従業員の職責・熟練形成を評価した
うえで処遇を決めるという改革の意義がみられる。さらに，国有企業は雇用管理の競争システムに
基づいて，組織，人員を合理的に配置し，職務構造の改革から職務管理の制度化へと転換しつつあ
る。
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3．労働者のモチベーションー民営化した旧国有企業労働者のモチベーションー
（1）旧国有企業A社の経営概要と人的資源管理制度
　A社は中国国内最大の水上給油，給水の企業として，1972年に国務院により創設され，2003年
12月，制度改革によって有限会社になり，現在は有限責任公司となっている。従業員は約4000人
である。30社余りのグループ企業は国内外に分布しており，国内は大連，秦皇島，青島，上海，
広州，寧波，舟山，珠海，南京，南通，香港等の国内の主要な港に地区直属と合資企業を擁してお
り，海外はシソガポール，韓国，オラソダ等に専業公司，ネットワークを設立している。各種の船
舶類90艘，貯蔵タソク16座，倉庫収容面積89万立方メートル及び油の埠頭等の設備を完備してい
る。2002年10月，中国船級社認証公司のISO9001品質管理，　ISO14000環境管理，及びISO18000
職業安全健康管理体系の認証を取得した。
　同社創業の理念（宗旨）は「水上運輸に恒久の原動力を提供する」であり，経営理念は「思考・
創新・実務に励む」を持って，「最優秀なサービス，最大の貢献」を追求することが掲げられてい
る。経営方針として，「価額は相対的に国際レベルとする」，「サービスについては絶対的に国際レ
ベルで提供する」とあり，目標は「世界に向けて，世界の企業になる」ことである。企業の倫理
（道徳）に「誠信」が掲げられ，「商業道徳を重んじて，誠を持って経営を行う」，「信用と評判を重
んじて，お客様とともに発展を探し求める」ことを社内に徹底させることが経営姿勢となってい
る。社風として「団結・努力・厳謹・高い効率」の形成を意識しているが，それはチームワーク精
神を重んじて，発奮と向上心，高品質，高い効率の成果を追求する風土を意味している。
　a．人的資源管理の基本的考え方
　人的資源管理の方針は「事業によって従業員を惹きつける」「管理メカニズムによって従業員を
激励する」「感情によって従業員を温かく迎える」「適切な待遇をもって従業員を引き止める」であ
る。同社は業績・効果を向上させる観点から，2000年から業績効果と賃金とを結びつけた制度の
構築に取り組み，2001年に業績考課制度を導入した。業績考課の人事評価制度の中心は職場にお
ける意思疎通の持続であり，目的は業績の向上により，組織と事業の発展を持続させることにある。
　業績考課は「従業員の激励と個々人の成長」に重点をおき，管理職と従業員の目標に対する共通
認識と目標達成過程を通じて，意思疎通，評価のフィードバッ久管理職のリーダーシップ，部下
から支持される管理活動を徹底させ，業績，効率の向上を目的にしている。業績考課の結果に基づ
いて優秀な要員，企業の要求に符合する要員，改善が必要とされる要員の3つのレベルに分けら
れる。それに基づいた動機づけの措置として，従業員の資質と配置の合理化をはかり，競争力を向
上させ，さらに，評価結果は賃金，教育訓練，配置転換，昇進，解雇などの管理活動に活用すると
している。
　賃金管理の方針は，労働に応じた分配と公平の原則に基づき，個人の貢献度を反映する。賃金水
準管理について，同社は前年度の利益，企業の支払い能力，市場要因とを参考にして，基準の調整
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をする。賃金は職務別賃金制度が導入され，職務の差を明確にする。賃金体系構成要素は職務給，
業績給，福利厚生手当の補助（住居公共積立金，医療保険，養老保険，失業保険，労働損害保険，
生育保険）から構成され，それ以外に，養老保険の補助，交通意外傷害保険，有給休暇，定期労働
保険用品，食費の補助，健康診断などもある。
　幹部候補者の選抜・育成などの管理活動は人的資源管理における重要な活動として位置づけてお
り，「幹部候補者管理に関する暫定弁法」を公布し，幹部候補者の育成・選抜方法を規定している。
具体的な選抜方針は「革命化，若年化，知識化，専業化」と「徳と才の兼備」の原則に基づき行わ
れる。そして幹部候補者は以下の要素から審査される。①党の路線，方針・政策を堅持し，政治上
において党中央との一致を保持し，事業に対する強い愛の気持ちと責任感を有する。②構想が広
く，積極的に進取し，実践し，創新を開拓することができ，かつ強力なリーダーシップ能力と比較
的高い業務能力，理論を具備し，業績は突出している。③民主的で大衆と密接な関係を結び，団結
する。人柄はまじめで，清廉で公正であり，自分に対して厳格である。④比較的優れた潜在能力を
備えている。⑤党政の正職務の候補者は大学以上の学歴を有し，副職務は短大以上の学歴を有す
る。全ての幹部候補者は中レベル以上の専門技術任職資格を有すること。⑥同社でのミドル職務で
の3年勤続経験を有する。⑦健康であり，年齢は一般的に45歳以下であるが，原則的に50歳未満
であること。態度は良好であり，近い時期に昇進できる者に対して，年齢は状況に応じて斜酌する。
⑧年度の人事考課結果は「良好」以上である等々の条件を備えていることとしている。
　幹部の養成は党委員会が幹部候補者個々人の育成目標を設定するが，まず，実践の中で政治的意
識胆力，識見才能を高める。そして教育訓練を強化し，経営幹部としての意識と管理能力を高
める。幹部養成の過程は，短期目標1～2年，中期目標2～3年，長期目標3～5年の3つに分けら
れる。
　以上が同社の人的資源管理の概要であるが，同社は制度改革を通じて，経営システムを転換し，
人的資源管理の改革に積極的に取り組んでいる過程にある。同社は今後も人的資源管理の改革を進
めると同時に，とくに管理職の育成に取り組んで行きたいとしている7）。
（2）労働者の意識
　1949年以降，中国は社会主義体制のもとで，政治優先，禁欲主義のスローガンを掲げ，労働者
を企業の主人公として位置づけた。しかし，1978年の改革・開放政策導入後，国有企業は経済請
負制，経営請負制，企業所有制等々の改革によって，急速に変化している。企業改組，民営化，雇
用管理などの企業経営，人的資源管理の改革によって，国家と企業，企業と労働者の関係は見直さ
れており，雇用側である企業と雇用される側である労働者の労使関係，及び利益分配に関する企業
と労働者の関係などに様々な影響をもたらし，労働者の意識，価値観は大きく変化している。
　2005年にA社の労働者を対象に行った意識調査では（図参照），労働者がやる気を感じるのは
「苦労して仕事をやり遂げると，上司はその苦労をわかってくれるから」75．7％，「昇給したとき」
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71％，「養老保障制度が整備されているから」70％，「能力の高い上司につかえているとき」69．7
％，「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったとき」69．5％等々が主な要
因であった。やる気に影響を与える「苦労して仕事をやり遂げると，上司はその苦労をわかってく
れるから」，「昇給したとき」，「能力・業績が正しく評価されて賃金査定が行われていると知ったと
き」等々の要因はいずれも人事評価に関わるものであり，労働者は自らの能力，業績が公正に評価
されているかどうか，そしてそれが賃金に反映しているか否かに最大の関心事であることが明らか
になった。したがって，2001年に同社が導入した業績考課制度は，労働者の意識に対応している
といえる。
　また，同調査において，やる気を感じる要因として「自分の能力を発揮できたとき」64．9％，
「仕事に張り合いを感じるとき」57．3％，「昇進したとき」44．8％があげられているが，職務遂行に
必要とされる，知識・技能・能力などの評価に対しては点検する必要がある。特に，昇進について
不満とする従業員の比率が多いが，幹部候補者管理でも明らかなように，不透明な候補者の選抜過
程，暖昧な基準などについては見直さなければならないであろう。同社は経済的要因に基づく従業
員のモチベーション管理だけではなく，従業員の自己実現などの内発的な動機づけにも対策を講じ
る必要がある。
　さらに，「職場の人間関係は和やかに感じるとき」64．1％，「会社には互いに信頼し，協力し合う
図　回答者全体におけるやる気を感じる要因
苦労して仕事をやり遂げると、上司はその
　苦労をわかってくれるから
　　　　　　　　　　　昇給したとき
　　養老保障制度が整備されているから
　　能力の高い上司につかえているとき
能力・業績が正しく評価されて賃金査定が
　行われていると知ったとき
　　賃金水準が世間並みだと知ったとき
　　　　　自分の能力を発揮できたとき
　職場の人間関係は和やかに感じるとき
　　会社には互いに信頼し、協力し合う雰
　　　囲気があるから
　　　　　　　　　賞与をもらったとき
　75，7％－
　71％－
　70％－
　69．7％－
　69．5％－
　68％－
64．9％－
64．1％－
62％－
59％一
出所：A社従業員約4，000人のうちの1，022人を対象にした意識調査データをもとに筆者作成，2006年9月。
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雰囲気があるから」62％等を多くの従業員がやる気を感じる要因として挙げているが，一般に中
国の労働者は個人主義とは言われているものの，職場の人間関係，同僚への配慮，協調性を重んじ
る集団であることも伺える。したがって，評価制度では労働者個々人の職務を評価はするが，集団
の協調性にも考慮した評価制度を工夫する必要があるといえる。
　モチペーショソ要因としての福利厚生は，従来国有企業が企業内福利厚生として，従業員に住居
の提供，医療保障制度を実施していたが，社会保障制度の改革と相まって，企業内福利厚生は転換
しつつある。A社は労働者の生活を考慮し，住居の積立金，医療保障金などの一部を補助してお
り，従来の制度の影響を残して，温情的経営を続けているといえる。
　前述のように，1980年代以降，経済改革にともなって国家と企業，企業と労働老の利益分配の
関係は見直され，経済請負制，経営請負制度が導入されたことによって，経営者，管理職，従業員
のそれぞれのレベルにおける多重請負制度が実施されている。したがって企業の業績と労働老個々
人の業績とを結び付け，労働者個々人の業績を評価しているが，それは競争システムに基づいて，
労働者の業績・成果を評価し，その結果を賃金に反映するシステムといえる。A社は改革・開放
政策後，政府主導の企業改革のもとで，制度改革を通じて国有企業から民営化した企業の典型的な
事例ではあるが，制度改革を行い，民営化した他の中国企業との共通点が多々あると思われる。
4．今後の課題
（1）経営風土の改革
　計画経済体制は，生産要素を個人所有ではなく，社会的所有に移し，計画に基づいて経済活動を
統制する中央集権的な管理体制であり，中国においても国有企業の生産や労働者の管理は政府によ
って方向づけられていた。前述のように，国有企業の人事管理は「鉄の茶碗」，「鉄の椅子」，「鉄の
賃金」と称される特徴があった。労働者は一度採用されたら，終身雇用を保障される固定工制度で
あり，幹部は一度昇進したら降格されることはない。また，平等主義に基づき分配制度を実施し，
働いても働かなくても保障される賃金であった。中国における労働の場はこれらの計画経済期に形
成された人事制度の慣行を改め，競争システムを徹底するために，経営風土の改革を行わなければ
ならない状況に直面している。
　1986年以降，国有企業の労働制度に関する改革では労働契約制の導入から全員労働契約制を実
施する等，労働者の採用・雇用管理改革があり，幹部に関しては，幹部招聰制度を導入し，幹部終
身制の改革が行われた。近年，幹部の選抜において，「競争上崩」（労働者同士が同等の条件で競争
し，技能・熟練度にもとづきポストに就くこと）制度を導入し，労働者間においての競争の促進，
労働者のやる気に配慮した施策等が導入されている。賃金制度改革では，労働者の職務・技能を評
価し，その結果を賃金に反映させている。このような一連の改革によって，人的資源管理は職務に
基づいた雇用管理，賃金管理に競争システムを導入することで，配置管理の合理化をはかり，処遇
面では「平等主義」を克服している。しかし，評価制度には問題がある。例えば，管理職選抜が進
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められているが，管理職選抜における「組織考察，党委員会での討議」による審査，あるいは単純
に年功，学歴などの属人的要素で評価するといった，評価基準の暖昧性がある。特に，管理職に対
する適切な職務遂行能力，管理能力の評価がなされていないことにより，若年労働者のやる気，モ
チベーショソに大きな悪影響を及ぼし，真の競争主義を実現することができない状況もみられる。
したがって，人的資源管理は新たな方針である競争主義に基づいて，経営者，管理職自らが意識改
革をし，経営風土を改革しなければならないであろう。
　前述のように，職務構造における「定岡定編制」という施策を導入し，職務の名称，責任と権限
を決め，個々の職務に必要な要員を決めることになった。つまり，職務の明確化と，より厳格な定
員管理を通じて配置の合理化をはかった。しかし，「定岡定編制」の導入により余剰人員が表面化
している。管理職については，所属する課内で職務に必要な要員を調整し，余剰人員は増設職務
（因人設職）によって職場に配属する。この他に，転勤，定年などで不足したポストに就かせるケ
ースもみられる。
　中国社会での人間関係はしばしば「関係主義」と言われているが，それは個々人が属する家族や
出身地域によって強く規定され，関係によって構成される集団内部の凝集性が強く，多くの資源を
共有する分だけ，外部に対する排除力及び無関心が強い状況を指している。企業内のコミュニケー
ションについては，仕事の領域が非常に明確になっており，部門と部門の間，上級管理職と下級職
員との間の情報伝達はあまりなされず，しばしば，個人あるいは限定されたセクションによって情
報が占有されてしまうというコミュニケーショソ様式がみられる。さらに，国有企業は従来，自立
性を持った経営体ではなく，政府の指令を実行する政府組織の付属機関であり，その全体が官僚機
構と同様の管理体制の組織であった。したがって，国有企業は専制主義の価値観を持ち，企業内部
は経営者層と管理職，監督職層にはっきり分割され，各層は情報を独占し，情報は流れず，企業内
部はほとんど上から下への命令だけの関係であった。人間関係において，特別な関係がなければ，
協力関係，情報の流れはあまり生じない風土であった。
　以上のような中国の風土・歴史に根さした状況は容易に改革できるものではないが，従来の平等
主義から競争主義への転換，企業内における出身地域によるセクト主義の改革，情報の共有化を推
進することは必要である。今後，国有企業は経営風土を改革し，労働者に平等に競争機会を与え，
かつ公正，平等な競争システムを定着させなければ，市場経済化に対応した企業体として存続する
ことは困難であろう。
（2）グローバル化への対応
　WTO加盟，その後の急速な経済，経営活動の市場経済化，グローバル化は，個別企業の経営活
動において合併，再編等々市場に対応した経営戦略の策定，体制の整備，活動の展開が求められて
いる。WTO加盟後は，企業間競争は激化し国際ルールに準拠した企業行動を求められてきたが，
この変化は従来の「人治」による管理慣行から，国や地方政府あるいは国際的な諸法制に準拠し行
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動する「法治」時代になったといえる。したがって，法律，規制を遵守するのは企業活動と密接に
関係しており，企業は社会的責任を果たすため，自ら自発的な取り組みが重要であることを認識し
なければならない時代になっている。例えば，人的資源管理に関する諸法制は，企業に対して従業
員の求人，雇用，解雇の際のルールを定めた公的規制的なものと，企業に雇用される従業員の保
護，育成に関わる社会政策的なものがある。また，企業は政府が用意する規制に従う前に，それを
凌ぐ内部規約，規定など，マニュアルを用意し，それに基づいて，全従業員が常に倫理，道徳的に
行動するように教育する必要があり，行動基準，行動理念等を組織内に徹底させるための教育訓練
活動等を行わなければならない。
　1990年代以降，企業の所有制の多様化に加えて，中国市場に事業展開をしている外資系企業，
また新たな展開を求めて海外市場に参入する中国企業は，かつてのように，国内市場へのみ対応で
きればよかった時代から，一部の選抜された経営幹部，従業員のグローバル化がすすむ時代になっ
ている。例えば，国際業務に対する経験と知識，ノウハウを持つ経営責任者，経営幹部，あるいは
国際事業要員育成の重要性を認識しなければならないであろう。現代中国が成立して以降，中国企
業は海外事業展開の経験がないうえに，国内市場が開放されて約30年の歴史であり，ビジネスの
経験，知識，ノウハウの蓄積が十分になされていないといえる。しかし，外資系企業の国内市場で
の事業展開によって，各国の経営スタイル，文化等が中国企業に大きな影響を与えている。管理職
を対象にした年俸制，持ち株制度など，「平等主義」管理を基盤とした人事制度から業績・能力に
基づく「競争主義」管理へと転換しつつある。しかし，無理に，性急に，外国企業の経営スタイ
ル，経営手法をそのまま中国企業に導入するのではなく，諸制度について産学官一体となった研究
体制が必要であり，中国企業にふさわしいビジネス・スタイルを構築しなければならないであろ
う。そして，先進各社の体験に学び，自社にマッチしたシステムをつくることが個別企業の最大の
課題といえる。
　グローバル化がすすむ企業経営において，特に，製造業が経営力を高めるための条件として研究
開発部門の充実が求められている。労働集約型の産業を中心に発展を遂げた中国においても，技術
革新のテソポの速い電機メーカー，バイオテクノロジー分野での開発競争の激しい化学・薬品メー
カーを中心に機械・繊維・金属・食品等々と，ほとんどすべての産業にわたって研究開発の投資を
しなければならない時代である。しかし，研究開発に対する経営者の認識不足，資金の不足，研究
員の不足など，個別企業の対応は一様ではない。
　中国市場に事業展開している外資系企業は，中国市場及び国有企業に大きな影響を与えてきた。
国有企業は外資系企業の資本，先進技術，経営ノウハウ等を積極的に活用し，企業間競争，グロー
バル化への対応努力をするために，人的資源管理制度全体を見直さなければならない状況にある。
市場経済化の進展は企業間における人材獲得の競争が拡大しているが，国有企業にとっては，グ
ローバル化に対応できる労働力（人材）を如何にして確保するかも重要な課題となっているといえ
る。
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おわりに
　本稿は，中国における改革・開放政策後以降，WTO加盟に至るまでの国有企業改革に重点をお
き，経営構造，人的資源管理の改革を背景に，国有企業を取り巻く環境の変化についての整理を行
った。改革・開放政策後の国有企業と組織構成員である労働者に焦点を当てて，人的資源管理制度
と労働者のモチペーショソ関係要因についての分析を試みた。
　中国の国有企業の組織構造が，近代的経営体組織ではなく，行政組織の慣行が強く残っているた
め，経営者・管理者の意識変革を遅らせる要因になっていると考えられる。その結果，国有企業の
ビジネス・スタイルには行政的色彩や管理過程の不透明な問題がみられる。また，経営者は自らの
経営能力を高めるとともに，内部統制に対する重要性を理解し，内部統制システムの整備・導入に
努める必要があり，同時に，後継者・管理者の育成を真剣に取り組まなければならない。それらの
取り組みによって，個別企業における人的資源管理の改革が促進される要因となり，現代的な人的
資源管理体制の整備，システムの運営が期待される。企業経営者・管理者の育成については，個別
企業や人材育成活動を行政，大学等が支援する必要があり，かつ企業・政府が連携して取り組んで
行かなければならないであろう。
　さらに，人的資源管理制度は従来の「平等主義」思想，硬直した雇用管理などを克服するため，
競争システムの導入を目的に労働契約制，幹部招聰制などの諸制度を導入した。本稿は，労働者は
改革・開放政策後，自分の能力，実績を評価されているかどうかに大きな関心を持っており，ここ
に労働者がやる気を感じる重要な要因が集中しているが明らかになった。一方，競争システムが定
着しつつあり，企業にとって，いかに労働者に平等に競争機会を与えるかは，労働老個々人のモチ
ベーショソ，モラールの向上に影響を与える重要な課題である。したがって，個別企業は科学的・
系統的に人的資源管理制度を早急に整備しなければならないであろう。
　本研究は旧国有企業A社労働者の意識調査の全体結果の分析しかできなかったが，今後は同調
査で実施した学歴別，男女別，年齢別などの属性別調査結果についての分析を試みたいと思ってい
る。さらに，経営構造及び管理体制の分析を今後の課題として取り組んで行きたい。
注
1）中国共産党第11回中央委員会第3次全体会議の略称，1978年12月18日～22日北京にて開催された。
2）国・中央の権限を末端の企業に与え，利益の一部を企業に留保する。
3）姜恒雄『中国企業発展簡史』西苑出版社，2001年，615～629頁。
4）青木昌彦によれば，旧社会主義体制の遺産として，旧体制の末期に国有企業経営者が獲得した大きな経営自
　主権やロシアやポーランド等の移行経済における労働者の巨大な政治勢力があり，これらは移行経済の私有
　化プロセス及び進行中の企業統治構造の性質に大きな制約を与える。
5）朱慶芳・常東泉・部桂紅『現代企業人事管理』中国人事出版社，1997年，14頁。
6）林澤炎『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年。49－50頁。国務院発展研究センタ
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　・マカオ・台湾系企業及びその他企業を対象に行った調査報告である。配布数6，000部，回収数2，100部（回
　収率35％），有効サソプル数1，883部。
7）筆者は中国人事科学研究院の衰娼さんの協力を得て，2005年10月～11月の約2ヶ月間，北京市旧国有企業
　A社人的資源管理部経理黄愛新氏のヒアリング調査及び意識調査を行った。本稿はA社経営概要，人事制度
　の資料，及びピアリソグ調査をもとに執筆，2006年9月。
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